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これからの原子力開発

日本jI子 ブJ産業会議  森 久

11近発表された原 r力委員会の新長期計画に対する外部か らの反響の中
で,意外に強 く指 l171さ れた点は,「開発に金がかか りすぎるのではないか」
とい う意見であった。すでに日本において原子力発電は低いコス トで年間
総電力量の18%(こ の 7月 には実に27%)を供給 しているし, さらに将来 ,

高速増殖炉などの商業化に成功 t´て石油の値段にはんの数%でも影響を与えることができれば,それ
だけで年々何千億円もの恩恵をもたら 1ン うる原子力開発なのに, これはまたきびしい意見と私も受け
とめたものだが,果 してそれだけでいぃものだろうか。
日本のエネルギー価格(と くに電気料金)は , 先進国の中で最も高く,ア ルミ産業などのエネルギー
多消費産業は一様に危機的状況に陥ってぃる。日本の在来エネルギー産業の構造や地理的条件からみ
て,エ ネルギー価格の低減をはかる道は原子力利用の拡大をはかる以外には考えられない。すでに軽
水炉は電カコストの高騰防止に寄与しているが , 今後はさらに原子炉からの電力・蒸気の利用でこれ
ら産業の新生をはかることを真剣に検討すべきであろう。と同時に原子力関係者は,軽水炉を含め原
子力開発全般について,安全性を前提とし́て一「1の経済合理ltを追求する大きな責任があることを rJ
覚すべきではなかろうか。

諸外国の状況をみると,経済の低成長を背景として原子力発電計画は, フランス,ソ 連,それに日本
を除き,一斉に低迷をつづけており, また高速1曽殖炉開発をはじめとする研究開発 ::「 画も同様に息切
れの状況を呈している3原 子力の側からそ,D三 lド をさくればi開発プロジェクトの大幅な値上 りとい
う現象がそれに当たるが, その現象も所謹 :ま 軽水炉●定着,ヤ ランのだぶつき, そして政策の不安定
に出来する研究開発目標の不透明さ, またそ,1を裏,2し て t、 たば研究開発に時間的余裕を生じたこと
の反映と思われる。わが国においては明 58年度政府予算要求案のマイナス・シーリングの中で電源開
発促進税の大幅な増税で切 り抜けようという案が提案されて tヽ るが,欧米の一部に流行しはじめてい
る原子力の“先進国病"に陥らないよう三省すべき時期に来ているように思われる。
このような状況の中で,世界の原子力開発における日本の立場は全く一変したことが痛感される。
従来“国際協力"と いう言葉は, ともすれば先進国への甘えか, でなければ自立開発に対するアンチテ
ーゼか,そ して最近は開発途上国への(将来への何かを期待する)恩恵としてしか理解されないきらい
があった。 しか lン原子力開発というものは,その本質において国際性いな世界性をもった ものであ
り,今後原子力をめぐって半永久的に続くであろう不確実性の時代において,わが国が原子力の恩恵
を最大限に引き出していくためには,開発政策の■i本哲学に新たな意味の“国際性"を加えなければな
らない。

経済や石油や電力の長期見通し,FBRの導入時り鯛,ウ ラン資源や 価格の先行き, いわんや核不拡散
問題の行方など,相互にからみ合うこれらについて確信をも ぅ́て見通せる時点はまず当分来ないであ
ろう。 Lは正にフ。一ティングの時代「 わオ1わ ,1´原子力関係者は,安全性と国際性そ t´て経済合理性
を三本の柱として,柔軟に日つたくまたくil画を進めて行くべき時代を迎えたと思 う昨今である。

(1982年 9月 2日 稿)
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